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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第63期中 第64期中 第65期中 第63期 第64期

会計期間

自平成24年
８月１日

至平成25年
１月31日

自平成25年
８月１日

至平成26年
１月31日

自平成26年
８月１日

至平成27年
１月31日

自平成24年
８月１日

至平成25年
７月31日

自平成25年
８月１日

至平成26年
７月31日

売上高 （千円） 471,346 464,837 501,644 946,372 918,599

経常利益又は経常損失（△） （千円） △12,693 133,157 △33,746 △65,848 70,562

中間純利益又は中間（当期）

純損失（△）
（千円） △159,435 184,080 △71,474 △280,825 △16,406

中間包括利益又は包括利益 （千円） 66,042 198,113 △82,437 10,226 △9,082

純資産額 （千円） 3,097,718 3,217,488 2,927,855 3,019,375 3,010,292

総資産額 （千円） 3,278,515 3,351,008 3,093,454 3,218,854 3,167,878

１株当たり純資産額 （円） 19.55 20.30 18.48 19.05 19.00

１株当たり中間純利益又は１

株当たり中間（当期）純損失

（△）

（円） △1.01 1.16 △0.45 △1.77 △0.10

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 94.5 96.0 94.6 93.8 95.0

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △16,820 △14,358 △17,445 △61,689 △9,742

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △31,649 181,035 △89,029 317,245 △8,480

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 77 － － － －

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高
（千円） 518,673 1,023,456 796,932 840,868 841,275

従業員数
（人）

19 26 21 23 25

［外、平均臨時雇用者数］ [55] [59] [70] [53] [63]

（注）１．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、第63期中、第65期中、第63期、第64期は、１株当たり中

間（当期）純損失であり、また潜在株式が存在しないため、第64期中は潜在株式が存在しないため記載して

おりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第63期中 第64期中 第65期中 第63期 第64期

会計期間

自平成24年
８月１日

至平成25年
１月31日

自平成25年
８月１日

至平成26年
１月31日

自平成26年
８月１日

至平成27年
１月31日

自平成24年
８月１日

至平成25年
７月31日

自平成25年
８月１日

至平成26年
７月31日

売上高 （千円） 470,173 421,918 477,045 899,659 839,374

経常利益又は経常損失（△） （千円） △38,497 148,590 △17,230 △92,094 114,565

中間純利益又は中間（当期）

純損失（△）
（千円） △185,240 199,513 △64,771 △307,070 △18,094

資本金 （千円） 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

発行済株式総数 （株） 158,470,071 158,470,071 158,470,071 158,470,071 158,470,071

純資産額 （千円） 3,103,526 3,260,816 2,960,765 3,047,270 3,036,499

総資産額 （千円） 3,258,491 3,354,602 3,085,420 3,213,228 3,150,106

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 95.2 97.2 96.0 94.8 96.4

従業員数
（人）

19 20 17 18 20

［外、平均臨時雇用者数］ [55] [59] [70] [52] [63]

（注）　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社一や(E03212)

半期報告書

 3/52



２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成27年１月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

衣料事業 8 [  8]

飲食事業 6 [ 60]

その他事業 4 [ －]

全社（共通） 3 [  2]

合計 21 [ 70]

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［　］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。なお、その数は１人当たり１日８時間換算により算出しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

３．不動産事業は専属の従業員がいないため記載しておりません。

 

(2）提出会社の状況

平成27年１月31日現在
 

従業員数（人） 17 [ 70]

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［　］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。なお、その数は１人当たり１日８時間換算により算出しております。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策などにより企業収益に改善の兆しや、設備投資の増

加などで景気回復の動きが見られるものの、消費税増税に伴う反動により、個人消費に一部弱い動きが見られるな

ど依然先行き不透明な状況で推移いたしました。

このような環境のなか当社グループは、紳士服等衣料事業、焼肉店及びコンビニエンスストア経営の飲食事業を

はじめ不動産事業ならびにその他事業に取り組んでまいりました。

①　衣料事業

　衣料事業に関しましては、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動などにより、購買意欲は厳しい状態で推移い

たしました。こうしたなか、当中間連結会計期間は効率的な運営を図るため１店舗閉鎖するとともに、子会社の

事務所移転を行い体質改善に努めてまいりました。

この結果、売上高は113百万円（前年同期比34.4％減）、営業損失は17百万円（前年同期営業損失４百万円）

となりました。

②　飲食事業

飲食事業に関しましては、政府の経済政策や日銀の金融政策などにより、輸入品価額等の上昇傾向が続いてお

り原価率高騰の要因として収益を圧迫しております。こうしたなか、当中間連結会計期間は前連結会計年度末に

開店した店舗の売上高が好調に推移したことから増収となりました。

この結果、飲食事業の売上高は320百万円（前年同期比34.7％増）、営業利益は29百万円（前年同期比77.7％

増）となりました。

③　不動産事業

不動産事業に関しましては、消費税率の引上げによる一時的な落ち込みから徐々に回復の兆しが見え始めてお

ります。こうしたなか、当中間連結会計期間は、販売用宅地の在庫は減少しているものの、販売高は概ね順調に

推移いたしました。

この結果、不動産事業の売上高は59百万円（前年同期比14.8％増）と増加しております。また、営業利益は７

百万円（前年同期比29.9％増）となりました。

④　その他事業

その他事業に関しましては、まつ毛エクステサロンの運営が徐々に軌道に乗り始めており順調に売上を伸ばし

ております。

この結果、当中間連結会計期間のその他事業の売上高は７百万円（前年同期比385.6％増）であり、営業損失

は０百万円（前年同期営業損失４百万円）となりました。

これらの結果、当中間連結会計期間の業績につきましては売上高501百万円（前年同期比7.9％増）と増加しま

した。営業損失は64百万円（前年同期営業損失74百万円）、経常損失は33百万円（前年同期経常利益133百万

円）と前中間連結会計期間に好調であった有価証券運用益170百万円が、当中間連結会計期間は70百万円の損失

となったことから大幅に悪化しております。なお、中間純損失は、特別損失として減損損失21百万円、投資有価

証券評価損７百万円、固定資産除却損４百万円が発生したことにより71百万円（前年同期中間純利益184百万

円）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間

純損失の発生等により、前連結会計年度末に比べ44百万円減少し796百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は17百万円（前年同期は資金14百万円の使用）となりました。これは主に、税金等

調整前中間純損失67百万円、為替差益91百万円、有価証券運用損70百万円、販売用不動産の減少額29百万円、減損

損失21百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は89百万円（前年同期は資金181百万円の獲得）となりました。これは主に、有形

固定資産の取得による支出37百万円、貸付けによる支出52百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は－百万円（前年同期は資金－百万円の獲得）となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは、生産活動は行っておりませんので、該当事項はありません。

 

(2）仕入実績

セグメントの名称

当中間連結会計期間
（自　平成26年８月１日
至　平成27年１月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

衣料事業   

重衣料 8,103 99.4

中衣料 16,215 71.6

軽衣料 22,861 51.0

その他 15,683 54.9

小計 62,863 60.3

飲食事業 162,385 137.5

その他事業 832 84.6

合計 226,082 101.2

（注）１．金額は仕入価額によっております。

２．衣料事業の「重衣料」とは、スーツ、フォーマルスーツ（礼服）等であります。

「中衣料」とは、ジャケット（ブレザー）、パンツ、スラックス、ブルゾン（ジャンパー）等であります。

「軽衣料」とは、シャツ、ポロシャツ、カッターシャツ、ネクタイ等であります。

「その他」とは、レディースパンツ、スカート、雑貨、補正加工賃等であります。

３．飲食事業は、直営店舗における商品及び食材の仕入であります。

４．不動産事業は、当中間連結会計期間の仕入実績はありません。

５．その他事業は、まつ毛エクステサロンの運営に係る原材料及び商品の仕入であります。

６．上記金額には消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

①　セグメント別販売実績

セグメントの名称

当中間連結会計期間
（自　平成26年８月１日
至　平成27年１月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

衣料事業   

重衣料 13,921 85.9

中衣料 29,229 84.4

軽衣料 45,387 59.3

その他 25,218 54.7

小計 113,756 65.6

飲食事業 320,716 134.7

不動産事業 59,230 114.8

その他事業 7,940 485.6

合計 501,644 107.9

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．衣料事業の「重衣料」とは、スーツ、フォーマルスーツ（礼服）等であります。

「中衣料」とは、ジャケット（ブレザー）、パンツ、スラックス、ブルゾン（ジャンパー）等であります。

「軽衣料」とは、シャツ、ポロシャツ、カッターシャツ、ネクタイ等であります。

「その他」とは、レディースパンツ、スカート、雑貨、補正加工賃等であります。

３．飲食事業は、直営店舗における売上であります。

４．不動産事業は、土地建物の賃貸料収入と土地の売上であります。

５．その他事業は、まつ毛エクステサロンの運営収入であります。

６．上記金額には消費税等は含まれておりません。
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②　地域別販売実績

地域

当中間連結会計期間
（自　平成26年８月１日
至　平成27年１月31日）

売上高（千円） 構成比（％） 前年同期比（％） 中間期末店舗（店）

（衣料事業）     

高知県 69,260 13.8 87.0 3

香川県 5,920 1.2 21.8 －

愛媛県 21,640 4.3 85.9 1

東京都 16,935 3.4 40.8 －

小計 113,756 22.7 65.6 4

（飲食事業）     

高知県 258,054 51.4 146.5 4

埼玉県 62,661 12.5 102.2 1

小計 320,716 63.9 134.7 5

（不動産事業）     

高知県他 59,230 11.8 114.8 －

（その他事業）     

高知県 7,940 1.6 485.6 1

合計 501,644 100.0 107.9 10

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３．衣料事業の東京都については、子会社ギャンブルライフがインターネット上で販売しているため店舗はあり

ません。
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３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

４【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスク、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについて重要な変更はありませんが、継続企業の前提に重要な疑義を生じる事象又は状況が、引

続き存在しております。なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ

が判断したものであります。

　（継続企業の前提に関する事項）

当社グループは、長期間にわたり連続して赤字を計上しており、当中間連結会計期間においても引続き赤字とな

りました。これにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

このため当社グループは、当該状況を解消し早期業績回復を目指すため、各事業の見直し及び経営戦略の改革を

次のとおり進めてまいります。

衣料事業につきましては、子会社及び店舗の効率的な運営を実施し、ファッショントレンドの変化への対応をす

すめ、売上高の向上により収益の増加を目指すとともに、利益体質の改善を図ってまいります。飲食事業につきま

しては、新商品開発と顧客サービスの更なる向上に努め、継続的な黒字体制の構築と新業態開発や新規出店による

収益拡大を図ってまいります。不動産事業につきましては、賃貸物件の追加取得等により収益源を拡大するととも

に、新たな販売用不動産の開発を進め、安定的な収益確保を目指してまいります。さらに本社管理コスト等の間接

経費を抑え赤字圧縮を図ってまいります。

以上の施策により、各事業の収益力を上げ、売上高の増加と継続的な経常利益の黒字化を目指してまいります

が、計画が全て順調に推移するとは考えにくく、不測の事態も考えられることから、継続企業の前提に重要な不確

実性が存在しております。

 

５【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの中間連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成さ

れております。この中間連結財務諸表の作成にあたっては、必要な見積りを行っており、それらは資産・負債及び収

益・費用の計上金額に影響を与えております。これらの見積りについては、過去の実績や現状等を勘案し合理的に判

断しておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

当社グループの中間連結財務諸表において採用している会計方針は、「第５〔経理の状況〕１〔中間連結財務諸表

等〕(1)〔中間連結財務諸表〕〔注記事項〕（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）」に記載して

おりますが、特に有価証券及びたな卸資産の評価、貸倒引当金及び投資損失引当金の設定については、過去の実績等

に基づき合理的に判断しておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、見積りと異なることがあり

ます。これらのことは中間連結財務諸表において重要な見積りの判断に影響を及ぼすものと考えております。

 

(2）財政状態の分析

①　流動資産

当中間連結会計期間末における流動資産は1,686百万円となり、前連結会計年度に比し59百万円減少いたしまし

た。

これは主に、現金及び預金の減少44百万円、販売用不動産の減少29百万円によります。

②　固定資産

当中間連結会計期間末における固定資産は1,406百万円となり、前連結会計年度に比し15百万円減少いたしまし

た。

これは主に、減損損失の計上により有形固定資産が17百万円減少したことによります。

③　流動負債

当中間連結会計期間末における流動負債は144百万円となり、前連結会計年度に比し８百万円増加いたしまし

た。

これは主に、その他の流動負債の増加20百万円、支払手形及び買掛金の減少８百万円によります。

④　固定負債

当中間連結会計期間末における固定負債は21百万円となり、前連結会計年度とほぼ同額であり大きな変動はあり

ません。

⑤　純資産

当中間連結会計期間末における純資産合計は2,927百万円となり、前連結会計年度に比し82百万円減少いたしま

した。

これは主に、中間純損失の発生により株主資本が71百万円減少したこと及びその他有価証券評価差額金の減少に

よりその他の包括利益累計額が10百万円減少したことによります。

(3）経営成績の分析

①　売上高

当中間連結会計期間の売上高は501百万円となり、前中間連結会計期間と比較し36百万円増加しました。

これは主に、衣料事業は１店舗閉店したことにより59百万円減少したものの、飲食事業が前連結会計年度末に開

店した店舗の売上高増に伴い82百万円増加したことによります。

②　売上総利益

当中間連結会計期間の売上総利益は220百万円となり、前中間連結会計期間と比較し13百万円増加しました。

これは主に、売上総利益率は0.5ポイント減少したものの、飲食事業の売上高が伸びたことによります。

③　営業損失

当中間連結会計期間の営業損失は64百万円となり、前中間連結会計期間と比較し10百万円損失額が改善しまし

た。

これは主に、売上高の増加によるものであります。

EDINET提出書類

株式会社一や(E03212)

半期報告書

10/52



④　経常損失

当中間連結会計期間の経常損失は33百万円となり、前中間連結会計期間と比較し166百万円利益額が悪化してお

ります。

これは主に、当中間連結会計期間は営業外収益の為替差益が91百万円と前中間連結会計期間に比べ69百万円増加

したものの、前中間連結会計期間は有価証券運用益170百万円であったものが、当中間連結会計期間は有価証券運

用損70百万円となったことによります。

⑤　中間純損失

当中間連結会計期間の中間純損失は71百万円となり、前中間連結会計期間の中間純利益184百万円から大幅に悪

化しております。

これは主に、経常損失の悪化に加え特別損失として減損損失21百万円他総額33百万円が発生したことによりま

す。

 

(4）キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの分析につきましては、「第２〔事業の状況〕１〔業績等の概要〕(2）キャッシュ・フローの

状況」をご参照下さい。

 

(5）継続企業の前提に関する重要な事象等

「第２〔事業の状況〕４〔事業等のリスク〕」の「継続企業の前提に関する事項」に記載したとおり、当社グルー

プには継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

このため当社グループは、当該状況を解消し早期業績回復を目指すため、各事業の見直し及び経営戦略の改革を次

のとおり進めております。

衣料事業につきましては、子会社及び店舗の効率的な運営を実施し、ファッショントレンドの変化への対応をすす

め、売上高の向上により収益の増加を目指すとともに、利益体質の改善を図ってまいります。飲食事業につきまして

は、新商品開発と顧客サービスの更なる向上に努め、継続的な黒字体制の構築と新業態開発や新規出店による収益拡

大を図ってまいります。不動産事業につきましては、賃貸物件の追加取得等により収益源を拡大するとともに、新た

な販売用不動産の開発を進め、安定的な収益確保を目指してまいります。さらに本社管理コスト等の間接経費を抑え

赤字圧縮を図ってまいります。

以上の施策により、各事業の収益力を上げ、売上高の増加と継続的な経常利益の黒字化を目指してまいります。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成27年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年４月16日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 158,470,071 158,470,071 非上場
単元株式数

100株

計 158,470,071 158,470,071 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高(千円)

平成26年８月１日～

平成27年１月31日
－ 158,470,071 － 50,000 － 20,046
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（６）【大株主の状況】

  平成27年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

山本真嗣 高知県高知市 66,817 42.16

株式会社サン・クロレラ
京都市下京区烏丸通五条下る大坂町

369番地
3,283 2.07

山本悠童 高知県高知市 3,065 1.93

谷川雄康 愛知県豊明市 3,000 1.89

秋元利規 東京都小平市 2,330 1.47

宮永恵子 京都市下京区 1,375 0.87

山本誠三 高知県高知市 1,000 0.63

鶴岡尚志 滋賀県大津市 783 0.49

徳田隆一 東京都中野区 660 0.42

水野哲郎 大阪府寝屋川市 504 0.32

計 － 82,819 52.26

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年１月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 158,386,100 1,583,861 －

単元未満株式 普通株式 81,771 － －

発行済株式総数  158,470,071 － －

総株主の議決権  － 1,583,861 －

 

②【自己株式等】

平成27年１月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社一や
高知県高知市帯屋町

１－10－18
2,200 － 2,200 0.00

計 － 2,200 － 2,200 0.00
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２【株価の推移】

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】
１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（平成26年８月１日から平成27年１

月31日まで）の中間連結財務諸表及び中間会計期間（平成26年８月１日から平成27年１月31日まで）の中間財務諸表に

ついて、清和監査法人により中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年７月31日)
当中間連結会計期間
(平成27年１月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 841,275 796,932

受取手形及び売掛金 10,208 11,739

有価証券 414,724 411,381

たな卸資産 107,756 102,627

販売用不動産 101,682 72,365

短期貸付金 393,678 444,059

預け金 515,558 500,782

その他 42,863 28,758

貸倒引当金 △681,670 △681,710

流動資産合計 1,746,078 1,686,936

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 855,807 842,102

減価償却累計額 △648,182 △649,049

建物及び構築物（純額） 207,624 193,053

土地 793,081 774,550

建設仮勘定 42,317 59,213

その他 113,028 111,830

減価償却累計額 △101,773 △101,816

その他（純額） 11,254 10,014

有形固定資産合計 1,054,278 1,036,832

無形固定資産   

その他 3,346 3,090

無形固定資産合計 3,346 3,090

投資その他の資産   

投資有価証券 237,746 248,720

長期貸付金 980,060 991,610

敷金及び保証金 87,331 78,777

その他 21,324 21,324

貸倒引当金 △962,287 △973,837

投資その他の資産合計 364,175 366,595

固定資産合計 1,421,800 1,406,518

資産合計 3,167,878 3,093,454
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年７月31日)
当中間連結会計期間
(平成27年１月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 32,930 24,820

短期借入金 92 92

未払法人税等 8,560 3,926

その他 94,638 ※ 115,418

流動負債合計 136,222 144,258

固定負債   

長期預り敷金 13,294 13,322

繰延税金負債 825 790

資産除去債務 7,142 7,202

その他 101 25

固定負債合計 21,363 21,340

負債合計 157,585 165,599

純資産の部   

株主資本   

資本金 50,000 50,000

資本剰余金 2,993,851 2,975,756

利益剰余金 △44,301 △97,680

自己株式 △567 △567

株主資本合計 2,998,982 2,927,508

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 11,310 347

その他の包括利益累計額合計 11,310 347

純資産合計 3,010,292 2,927,855

負債純資産合計 3,167,878 3,093,454
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

(自　平成25年８月１日
　至　平成26年１月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成26年８月１日
　至　平成27年１月31日)

売上高 464,837 501,644

売上原価 257,787 280,912

売上総利益 207,049 220,731

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 18,752 22,830

役員報酬 22,200 23,100

給料及び手当 87,163 93,845

減価償却費 6,376 8,117

賃借料 26,846 22,910

支払手数料 17,902 18,862

その他 102,745 95,748

販売費及び一般管理費合計 281,987 285,415

営業損失（△） △74,937 △64,683

営業外収益   

受取利息 7,450 5,013

有価証券運用益 170,374 －

為替差益 22,624 91,678

その他 7,728 4,481

営業外収益合計 208,177 101,173

営業外費用   

有価証券運用損 － 70,175

その他 82 60

営業外費用合計 82 70,236

経常利益又は経常損失（△） 133,157 △33,746

特別利益   

貸倒引当金戻入額 55,000 －

特別利益合計 55,000 －

特別損失   

固定資産除却損 － ※１ 4,682

減損損失 － 21,361

投資有価証券評価損 － 7,792

特別損失合計 － 33,836

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
188,157 △67,583

法人税、住民税及び事業税 4,105 3,926

法人税等調整額 △28 △35

法人税等合計 4,076 3,890

少数株主損益調整前中間純利益又は少数株主損益調

整前中間純損失（△）
184,080 △71,474

中間純利益又は中間純損失（△） 184,080 △71,474
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

(自　平成25年８月１日
　至　平成26年１月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成26年８月１日
　至　平成27年１月31日)

少数株主損益調整前中間純利益又は少数株主損益調

整前中間純損失（△）
184,080 △71,474

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 14,032 △10,962

その他の包括利益合計 14,032 △10,962

中間包括利益 198,113 △82,437

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 198,113 △82,437
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）

    （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 50,000 3,300,922 △334,965 △567 3,015,389

当中間期変動額      

資本剰余金から利益剰余金
への振替

 △307,070 307,070  －

中間純利益   184,080  184,080

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

     

当中間期変動額合計 － △307,070 491,151 － 184,080

当中間期末残高 50,000 2,993,851 156,186 △567 3,199,470

 

    

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 3,986 3,986 3,019,375

当中間期変動額    

資本剰余金から利益剰余金
への振替

   

中間純利益   184,080

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

14,032 14,032 14,032

当中間期変動額合計 14,032 14,032 198,113

当中間期末残高 18,018 18,018 3,217,488
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当中間連結会計期間（自平成26年８月１日　至平成27年１月31日）

    （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 50,000 2,993,851 △44,301 △567 2,998,982

当中間期変動額      

資本剰余金から利益剰余金
への振替

 △18,094 18,094  －

中間純損失（△）   △71,474  △71,474

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

     

当中間期変動額合計 － △18,094 △53,379 － △71,474

当中間期末残高 50,000 2,975,756 △97,680 △567 2,927,508

 

    

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 11,310 11,310 3,010,292

当中間期変動額    

資本剰余金から利益剰余金
への振替

   

中間純損失（△）   △71,474

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

△10,962 △10,962 △10,962

当中間期変動額合計 △10,962 △10,962 △82,436

当中間期末残高 347 347 2,927,855
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

(自　平成25年８月１日
　至　平成26年１月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成26年８月１日
　至　平成27年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
188,157 △67,583

減価償却費 11,496 12,496

減損損失 － 21,361

貸倒引当金の増減額（△は減少） △48,791 40

受取利息及び受取配当金 △9,784 △5,176

有価証券運用損益（△は益） △170,374 70,175

投資有価証券評価損益（△は益） － 7,792

為替差損益（△は益） △26,209 △91,678

有形固定資産除却損 － 4,682

売上債権の増減額（△は増加） △1,490 △1,530

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,207 5,128

販売用不動産の増減額（△は増加） 18,617 29,316

前払費用の増減額（△は増加） 14,630 2,400

仕入債務の増減額（△は減少） 5,620 △8,111

その他 4,020 6,870

小計 △22,315 △13,815

利息及び配当金の受取額 16,616 4,930

法人税等の支払額 △8,660 △8,560

営業活動によるキャッシュ・フロー △14,358 △17,445

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 221,832 －

有価証券の取得による支出 △1,866,720 △257,781

有価証券の売却による収入 1,811,390 248,014

有形固定資産の取得による支出 △26,805 △37,307

敷金及び保証金の差入による支出 △4,149 △5,506

敷金及び保証金の回収による収入 59,185 5,468

貸付けによる支出 △86,519 △52,056

貸付金の回収による収入 11,459 1,504

信用取引資産及び信用取引負債の増減額 △13,695 △43,154

その他 75,056 51,790

投資活動によるキャッシュ・フロー 181,035 △89,029

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 885 116

短期借入金の返済による支出 △885 △116

財務活動によるキャッシュ・フロー － －

現金及び現金同等物に係る換算差額 15,911 62,131

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 182,588 △44,342

現金及び現金同等物の期首残高 840,868 841,275

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,023,456 ※ 796,932
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

当社グループは、長期間にわたり連続して赤字を計上しており、当中間連結会計期間においても引続き赤字と

なりました。これにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

このため当社グループは、当該状況を解消し早期業績回復を目指すため、各事業の見直し及び経営戦略の改革

を次のとおり進めてまいります。

衣料事業につきましては、子会社及び店舗の効率的な運営を実施し、ファッショントレンドの変化への対応を

すすめ、売上高の向上により収益の増加を目指すとともに、利益体質の改善を図ってまいります。飲食事業につ

きましては、新商品開発と顧客サービスの更なる向上に努め、継続的な黒字体制の構築と新業態開発や新規出店

による収益拡大を図ってまいります。不動産事業につきましては、賃貸物件の追加取得等により収益源を拡大す

るとともに、新たな販売用不動産の開発を進め、安定的な収益確保を目指してまいります。さらに本社管理コス

ト等の間接経費を抑え赤字圧縮を図ってまいります。

以上の施策により、各事業の収益力を上げ、売上高の増加と継続的な経常利益の黒字化を目指してまいります

が、計画が全て順調に推移するとは考えにくく、不測の事態も考えられることから、継続企業の前提に重要な不

確実性が存在しております。

中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を中間連結財務

諸表には反映しておりません。

 

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社等の数　　2社

主要な連結子会社等の名称

葵投資パートナーズ匿名組合

㈱ギャンブルライフ

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

㈱街援隊

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであり

ます。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社数　　0社

(2）持分法を適用していない非連結子会社㈱街援隊は、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社のうち、㈱ギャンブルライフの中間決算日は10月31日であります。

中間連結財務諸表の作成に当たっては、中間決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、中間連

結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均法により算定）

関連会社株式

総平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

総平均法により算定）

時価のないもの

総平均法による原価法

②　たな卸資産

商品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）、な

お、一部商品については売価還元法

原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。

　建物及び構築物　　３～50年

②　無形固定資産

ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

(5）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を資金としております。

(6）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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（表示方法の変更）

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「信用取

引資産及び信用取引負債の増減額」は重要性が増してきたことから区分掲記することといたしました。

なお、この表示方法の変更を反映させるため前中間連結会計期間の中間連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前中間連結会計期間の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」

の「有価証券の取得による支出」の内△707,540千円、及び「有価証券の売却による収入」の内693,845千円は「その

他」に含めて記載しております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※ 消費税等の表示方法

前連結会計年度
（平成26年７月31日）

当中間連結会計期間
（平成27年１月31日）

─────
仮払消費税等と仮受消費税等は相殺の上、流動負債の

「その他」に含めて表示しております。

 

（中間連結損益計算書関係）

※１ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自 平成25年８月１日
至 平成26年１月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成26年８月１日
至 平成27年１月31日）

建物 －千円 4,682千円

 

※２ 減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

前中間連結会計期間（自　平成25年８月１日　至　平成26年１月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　平成26年８月１日　至　平成27年１月31日）

場所 用途 種類 減損損失（千円）

高知県高知市 不動産事業 有形固定資産 20,670

高知県高知市 本社共通 有形固定資産 691

当社グループは、建物及び土地については事業部単位の店舗毎で資産のグルーピングを行い、それ以外の資

産については損益管理を合理的に行える事業単位で資産のグルーピングを行っております。その結果、グルー

ピングの単位である上記の資産グループについて、営業活動から生じた損益の継続的なマイナス、または、市

場価格の著しい下落が認められたため、当該資産グループに係る資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額21,361千円を減損損失として特別損失に計上しました。その内訳は次のとおりであります。

建物 2,764千円

土地 18,531千円

その他有形固定資産 66千円

　合計 21,361千円

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、建物及び土地については固定

資産税評価額、その他有形固定資産については正味売却予想額に基づいて評価しております。
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 158,470,071 － － 158,470,071

合計 158,470,071 － － 158,470,071

自己株式     

普通株式 2,218 － － 2,218

合計 2,218 － － 2,218

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自平成26年８月１日　至平成27年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 158,470,071 － － 158,470,071

合計 158,470,071 － － 158,470,071

自己株式     

普通株式 2,218 － － 2,218

合計 2,218 － － 2,218

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

　該当事項はありません。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間

（自　平成25年８月１日
至　平成26年１月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年８月１日
至　平成27年１月31日）

現金及び預金勘定 1,023,456千円 796,932千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 －千円 －千円

現金及び現金同等物 1,023,456千円 796,932千円
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（リース取引関係）

該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

前連結会計年度（平成26年７月31日）

金融商品の時価等に関する事項

平成26年７月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表に含まれておりません（（注）２参照）。

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 841,275 841,275 －

(2）受取手形及び売掛金 10,208 10,208 －

(3）預け金 515,558   

貸倒引当金 △500,000   

 15,558 15,558 －

(4）短期貸付金 393,678   

貸倒引当金 △181,500   

 212,178 212,178 －

(5）長期貸付金 980,060   

貸倒引当金 △940,060   

 40,000 40,000 －

(6）有価証券及び投資有価

証券
452,535 452,535 －

資産計 1,571,756 1,571,756 －

(1）支払手形及び買掛金 32,930 32,930 －

(2）短期借入金 92 92 －

負債計 33,023 33,023 －

（注）１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（資産）

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3）預け金、(4）短期貸付金、(5）長期貸付金

取引先別に信用リスクを把握することは困難であることから、合理的な基準に基づいて貸倒見積額を

算定しており、時価は連結決算日における貸借対照表価額から貸倒見積額を控除した金額に近似してい

ることから当該価額を時価としております。

(6）有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、上場株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証

券に関する事項については注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

（負債）

(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。
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２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）非上場株式　　　　　　　※１ 686

(2）非上場転換社債　　　　　※１ 199,249

(3）敷金及び保証金　　　　　※２ 87,331

(4）長期預り敷金　　　　　　※３ 13,294

※１．非上場株式及び非上場転換社債は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること

等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(6）有価証券及び投資有価証

券」には含めておりません。

※２．賃貸期間の延長可能な契約に係る敷金及び保証金は、将来キャッシュ・フローを見積もること等が

できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、金融商品の時価等に関する事項には

含めておりません。

※３．延長可能な契約に係る長期預り敷金は、将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時価

を把握することが極めて困難と認められるため、金融商品の時価等に関する事項には含めておりま

せん。

 

当中間連結会計期間（平成27年１月31日）

金融商品の時価等に関する事項

平成27年１月31日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表に含まれておりません（（注）２参照）。

 
中間連結貸借対照表計上

額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 796,932 796,932 －

(2）受取手形及び売掛金 11,739 11,739 －

(3）預け金 500,782   

貸倒引当金 △500,000   

 782 782 －

(4）短期貸付金 444,059   

貸倒引当金 △181,500   

 262,559 262,559 －

(5）長期貸付金 991,610   

貸倒引当金 △973,837   

 17,773 17,773 －

(6）有価証券及び投資有価

証券
430,437 430,437 －

資産計 1,520,223 1,520,223 －

(1）支払手形及び買掛金 24,820 24,820 －

(2）短期借入金 92 92 －

負債計 24,912 24,912 －
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（注）１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（資産）

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3）預け金、(4）短期貸付金、(5）長期貸付金

取引先別に信用リスクを把握することは困難であることから、合理的な基準に基づいて貸倒見積額を

算定しており、時価は中間連結決算日における中間貸借対照表価額から貸倒見積額を控除した金額に近

似していることから当該価額を時価としております。

(6）有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、上場株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証

券に関する事項については注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

（負債）

(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

 

２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 中間連結貸借対照表計上額（千円）

(1）非上場株式　　　　　　　※１ 686

(2）非上場転換社債　　　　　※１ 228,978

(3）敷金及び保証金　　　　　※２ 78,777

(4）長期預り敷金　　　　　　※３ 13,322

※１．非上場株式及び非上場転換社債は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること

等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(6）有価証券及び投資有価証

券」には含めておりません。

※２．賃貸期間の延長可能な契約に係る敷金及び保証金は、将来キャッシュ・フローを見積もること等が

できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、金融商品の時価等に関する事項には

含めておりません。

※３．延長可能な契約に係る長期預り敷金は、将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時価

を把握することが極めて困難と認められるため、金融商品の時価等に関する事項には含めておりま

せん。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成26年７月31日）

１．その他有価証券

 種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの
株式 37,811 26,500 11,310

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの
株式 － － －

合計 37,811 26,500 11,310

（注）１．非上場株式（連結貸借対照表計上額686千円）、非上場外国債券（連結貸借対照表計上額199,249千円）につ

いては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。

２．当連結会計年度において、投資有価証券については減損処理を行っておりません。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を

行っております。

 

当中間連結会計期間（平成27年１月31日）

１．その他有価証券

 種類
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるもの
株式 9,108 8,761 347

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えないもの
株式 9,947 9,947 －

合計 19,055 18,708 347

（注）１．非上場株式（中間連結貸借対照表計上額686千円）、非上場外国債券（中間連結貸借対照表計上額228,978千

円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他

有価証券」には含めておりません。

２．当中間連結会計期間において、投資有価証券について7,792千円減損処理を行いました。

なお、減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

　当社グループはデリバティブ取引は行っておりませんので、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　当社グループはストック・オプションを実施してないため、該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自平成25年８月１日　至平成26年７月31日）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　当該資産除去債務の総額の増減

 

期首残高 4,955千円

時の経過による調整額 80千円

その他増減額（△は減少） 2,106千円

期末残高 7,142千円

 

当中間連結会計期間（自平成26年８月１日　至平成27年１月31日）

資産除去債務のうち中間連結貸借対照表に計上しているもの

　当該資産除去債務の総額の増減

 

期首残高 7,142千円

時の経過による調整額 60千円

中間期末残高 7,202千円

 

（賃貸等不動産関係）

賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び中間連結決算日における時価に、前連結会計年度の末日に比して

著しい変動が認められないため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、製品及びサービスの種類別のセグメントで構成されており、衣料事業、飲食事業及び不動産事業の３

つを報告セグメントとしております。

衣料事業は、主に紳士服等衣料品の販売を行っております。飲食事業は焼肉店及びコンビニエンスストアの経

営を行っております。不動産事業は、不動産の賃貸及び販売を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前中間連結会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）

      （単位：千円）

 報告セグメント その他

（注）１

調整額

（注）２

中間連結財

務諸表計上

額（注）２ 衣料事業 飲食事業 不動産事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 173,490 238,121 51,590 463,202 1,635 － 464,837

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 173,490 238,121 51,590 463,202 1,635 － 464,837

セグメント利益又は損

失（△）
△4,045 16,680 5,769 18,405 △4,066 △89,276 △74,937

セグメント資産 429,623 398,614 620,745 1,448,983 53,506 1,848,519 3,351,008

その他の項目        

減価償却費 2,044 2,721 5,424 10,191 － 1,305 11,496

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
759 － 9,987 10,746 － 1,954 12,700

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、投資事業及びまつ毛エクステサ

ロンの運営を行っております。

２．調整額は以下のとおりであります。

(1）セグメント利益又は損失（△）の調整額△89,276千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であり、全社費用は主に提出会社の本社管理部門に係る費用であります。

(2）セグメント資産の調整額1,848,519千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、全社

資産は主に各セグメントに帰属しない、提出会社の本社管理部門で管理する資産であります。

(3）減価償却費の調整額1,305千円は、各報告セグメントに配分していない全社減価償却費であり、全社減

価償却費は主に提出会社の本社管理部門に係る減価償却費であります。
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(4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,954千円は、各報告セグメントに配分していない全

社有形固定資産及び無形固定資産の増加額であり、全社有形固定資産及び無形固定資産の増加額は主に

各セグメントに帰属しない、提出会社の本社管理部門で管理する有形固定資産及び無形固定資産の増加

額であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

当中間連結会計期間（自平成26年８月１日　至平成27年１月31日）

      （単位：千円）

 報告セグメント その他

（注）１

調整額

（注）２

中間連結財

務諸表計上

額（注）２ 衣料事業 飲食事業 不動産事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 113,756 320,716 59,230 493,703 7,940 － 501,644

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 113,756 320,716 59,230 493,703 7,940 － 501,644

セグメント利益又は損

失（△）
△17,655 29,639 7,495 19,478 △440 △83,722 △64,683

セグメント資産 403,814 362,043 531,207 1,297,065 37,967 1,758,422 3,093,454

その他の項目        

減価償却費 1,802 3,889 5,010 10,701 － 1,794 12,496

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
－ 3,748 － 3,748 － 133 3,881

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、投資事業及びまつ毛エクステサ

ロンの運営を行っております。

２．調整額は以下のとおりであります。

(1）セグメント利益又は損失（△）の調整額△83,722千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であり、全社費用は主に提出会社の本社管理部門に係る費用であります。

(2）セグメント資産の調整額1,758,422千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、全社

資産は主に各セグメントに帰属しない、提出会社の本社管理部門で管理する資産であります。

(3）減価償却費の調整額1,794千円は、各報告セグメントに配分していない全社減価償却費であり、全社減

価償却費は主に提出会社の本社管理部門に係る減価償却費であります。

(4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額133千円は、各報告セグメントに配分していない全社

有形固定資産及び無形固定資産の増加額であり、全社有形固定資産及び無形固定資産の増加額は主に各

セグメントに帰属しない、提出会社の本社管理部門で管理する有形固定資産及び無形固定資産の増加額

であります。

３．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、建設仮勘定の増加額は含めておりません。

４．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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【関連情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

「セグメント情報」３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関

する情報に記載したとおりであります。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額が90％を超える

ため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち連中間結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載

はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自平成26年８月１日　至平成27年１月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

「セグメント情報」３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関

する情報に記載したとおりであります。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額が90％を超える

ため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載

はありません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間連結会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自平成26年８月１日　至平成27年１月31日）

      （単位：千円）

 衣料事業 飲食事業 不動産事業 その他 全社・消去 合計

減損損失 － － 20,670 － 691 21,361

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間連結会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自平成26年８月１日　至平成27年１月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間連結会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自平成26年８月１日　至平成27年１月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり純資産額は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年７月31日）
当中間連結会計期間
（平成27年１月31日）

１株当たり純資産額 19.00円 18.48円

 

１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び算定の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　平成25年８月１日
至　平成26年１月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年８月１日
至　平成27年１月31日）

１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間純

損失金額（△）
1.16円 △0.45円

（算定上の基礎）   

中間純利益金額又は中間純損失金額（△）

（千円）
184,080 △71,474

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純利益金額又は中間純損失

金額（△）（千円）
184,080 △71,474

普通株式の期中平均株式数（千株） 158,467 158,467

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、前中間連結会計期間は潜在株式が存在しないため、当中間

連結会計期間は１株当たり中間純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年７月31日)
当中間会計期間

(平成27年１月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 823,721 782,087

売掛金 6,877 8,813

有価証券 414,724 411,381

たな卸資産 77,974 68,194

販売用不動産 101,682 72,365

短期貸付金 393,678 444,059

その他 57,888 30,270

貸倒引当金 △181,670 △181,710

流動資産合計 1,694,876 1,635,462

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 201,582 187,384

土地 793,081 774,550

その他（純額） 59,578 74,861

有形固定資産合計 1,054,242 1,036,796

無形固定資産 771 665

投資その他の資産   

投資有価証券 237,746 248,720

その他の関係会社有価証券 490,380 490,380

長期貸付金 1,039,096 1,067,546

敷金及び保証金 86,581 78,027

その他 27,080 30,040

投資損失引当金 △490,380 △490,380

貸倒引当金 △990,287 △1,011,837

投資その他の資産合計 400,217 412,496

固定資産合計 1,455,230 1,449,958

資産合計 3,150,106 3,085,420
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年７月31日)
当中間会計期間

(平成27年１月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 26,616 21,234

未払金 33,132 11,538

未払法人税等 8,251 3,739

その他 24,243 ※ 66,802

流動負債合計 92,243 103,314

固定負債   

長期預り敷金 13,294 13,322

繰延税金負債 825 790

資産除去債務 7,142 7,202

その他 101 25

固定負債合計 21,363 21,340

負債合計 113,607 124,655

純資産の部   

株主資本   

資本金 50,000 50,000

資本剰余金   

資本準備金 20,046 20,046

その他資本剰余金 2,973,804 2,955,709

資本剰余金合計 2,993,851 2,975,756

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △18,094 △64,771

利益剰余金合計 △18,094 △64,771

自己株式 △567 △567

株主資本合計 3,025,189 2,960,418

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 11,310 347

評価・換算差額等合計 11,310 347

純資産合計 3,036,499 2,960,765

負債純資産合計 3,150,106 3,085,420
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②【中間損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　平成25年８月１日
　至　平成26年１月31日)

当中間会計期間
(自　平成26年８月１日
　至　平成27年１月31日)

売上高 421,918 477,045

売上原価 236,593 267,825

売上総利益 185,324 209,220

販売費及び一般管理費 245,749 256,131

営業損失（△） △60,425 △46,910

営業外収益 ※１ 209,089 ※１ 99,914

営業外費用 ※２ 73 ※２ 70,234

経常利益又は経常損失（△） 148,590 △17,230

特別利益 ※３ 55,000 －

特別損失 － ※４ 43,836

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） 203,590 △61,067

法人税、住民税及び事業税 4,105 3,739

法人税等調整額 △28 △35

法人税等合計 4,076 3,703

中間純利益又は中間純損失（△） 199,513 △64,771
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自平成25年８月１日　至平成26年１月31日）

       （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 50,000 20,046 3,280,875 3,300,922 △307,070 △307,070 △567 3,043,283

当中間期変動額         

その他資本剰余金からその
他利益剰余金への振替

  △307,070 △307,070 307,070 307,070  －

中間純利益     199,513 199,513  199,513

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

        

当中間期変動額合計 － － △307,070 △307,070 506,584 506,584 － 199,513

当中間期末残高 50,000 20,046 2,973,804 2,993,851 199,513 199,513 △567 3,242,797

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 3,986 3,986 3,047,270

当中間期変動額    

その他資本剰余金からその
他利益剰余金への振替

   

中間純利益   199,513

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

14,032 14,032 14,032

当中間期変動額合計 14,032 14,032 213,546

当中間期末残高 18,018 18,018 3,260,816
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当中間会計期間（自平成26年８月１日　至平成27年１月31日）

       （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 50,000 20,046 2,973,804 2,993,851 △18,094 △18,094 △567 3,025,189

当中間期変動額         

その他資本剰余金からその
他利益剰余金への振替

  △18,094 △18,094 18,094 18,094  －

中間純損失（△）     △64,771 △64,771  △64,771

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

        

当中間期変動額合計 － － △18,094 △18,094 △46,676 △46,676 － △64,771

当中間期末残高 50,000 20,046 2,955,709 2,975,756 △64,771 △64,771 △567 2,960,418

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 11,310 11,310 3,036,499

当中間期変動額    

その他資本剰余金からその
他利益剰余金への振替

   

中間純損失（△）   △64,771

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

△10,962 △10,962 △10,962

当中間期変動額合計 △10,962 △10,962 △75,734

当中間期末残高 347 347 2,960,765
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

当社は、長期間にわたり連続して赤字を計上しており、当中間会計期間においても引続き赤字となりました。

これにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

このため当社は、当該状況を解消し早期業績回復を目指すため、各事業の見直し及び経営戦略の改革を次のと

おり進めてまいります。

衣料事業につきましては、子会社及び店舗の効率的な運営を実施し、ファッショントレンドの変化への対応を

すすめ、売上高の向上により収益の増加を目指すとともに、利益体質の改善を図ってまいります。飲食事業につ

きましては、新商品開発と顧客サービスの更なる向上に努め、継続的な黒字体制の構築と新業態開発や新規出店

による収益拡大を図ってまいります。不動産事業につきましては、賃貸物件の追加取得等により収益源を拡大す

るとともに、新たな販売用不動産の開発を進め、安定的な収益確保を目指してまいります。さらに本社管理コス

ト等の間接経費を抑え赤字圧縮を図ってまいります。

以上の施策により、各事業の収益力を上げ、売上高の増加と継続的な経常利益の黒字化を目指してまいります

が、計画が全て順調に推移するとは考えにくく、不測の事態も考えられることから、継続企業の前提に重要な不

確実性が存在しております。

中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を中間財務諸表には

反映しておりません。
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（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均法により算定）

子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総

平均法により算定）

時価のないもの

総平均法による原価法

(2）たな卸資産

商品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）、な

お、一部商品については売価還元法

店舗食材

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用しておりま

す。

なお、耐用年数は以下の通りであります。

建物　　　　　 ３～50年

(2）無形固定資産

ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）投資損失引当金

投資先の財政状況、資産状況の悪化に伴う損失発生に備えるため、損失負担見込額を計上しておりま

す。

 

４．外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建て金銭債権は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（表示方法の変更）

以下の事項について、注記を省略しております。

・財務諸表等規則第25条及び第26条を準用する中間財務諸表等規則第17条に定める減価償却累計額の注記について

は、財務諸表等規則第26条第２項により、記載を省略しております。

・中間財務諸表等規則第50条の２に定める減損損失に関する注記については、同条により準用される財務諸表等規則

第95条の３の２第２項により、記載を省略しております。

 

（中間貸借対照表関係）

※ 消費税等の表示方法

前事業年度
（平成26年７月31日）

当中間会計期間
（平成27年１月31日）

─────
仮払消費税等と仮受消費税等は相殺の上、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しております。

 

（中間損益計算書関係）

※１ 営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自 平成25年８月１日
至 平成26年１月31日）

当中間会計期間
（自 平成26年８月１日
至 平成27年１月31日）

受取利息 7,923千円 5,012千円

為替差益 22,624千円 91,678千円

有価証券運用益 170,374千円 －千円

 

※２ 営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自 平成25年８月１日
至 平成26年１月31日）

当中間会計期間
（自 平成26年８月１日
至 平成27年１月31日）

有価証券運用損 －千円 70,175千円

 

※３ 特別利益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自 平成25年８月１日
至 平成26年１月31日）

当中間会計期間
（自 平成26年８月１日
至 平成27年１月31日）

貸倒引当金戻入額 55,000千円 －千円

 

※４ 特別損失のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自 平成25年８月１日
至 平成26年１月31日）

当中間会計期間
（自 平成26年８月１日
至 平成27年１月31日）

減損損失 －千円 21,361千円

固定資産除却損 －千円 4,682千円

投資有価証券評価損 －千円 7,792千円

貸倒引当金繰入額 －千円 10,000千円

 

５ 減価償却実施額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自 平成25年８月１日
至 平成26年１月31日）

当中間会計期間
（自 平成26年８月１日
至 平成27年１月31日）

有形固定資産 11,109千円 12,179千円

無形固定資産 90千円 105千円
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（有価証券関係）

前事業年度（平成26年７月31日）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　その他の関係会社有価証券490,380千円）は、市場価格

がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

当中間会計期間（平成27年１月31日）

子会社株式及び関連会社株式（中間貸借対照表計上額　その他の関係会社有価証券490,380千円）は、市場

価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第64期）（自　平成25年８月１日　至　平成26年７月31日）平成26年10月30日四国財務局長に提出

(2）臨時報告書

平成26年10月６日四国財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 

   平成27年４月16日  

株式会社一や     

 取締役会　御中     

 清　和　監　査　法　人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 筧　　悦生　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 戸谷　英之　　印

     

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社一やの平成26年８月１日から平成27年７月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成26年８月１日

から平成27年１月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸

表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を

作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関し

て投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を

策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間連結

財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用

な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社一や及び連結子会社の平成27年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間(平成26年８月１日から平成27年１月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。
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強調事項

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続して営業損失を計上しているため、継続企業の前提

に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。中間連

結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は中間連結財務諸表に反映されて

いない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

 

  平成27年４月16日  

株式会社一や    

 取締役会　御中    

 清　和　監　査　法　人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 筧　　悦生　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 戸谷　英之　　印

     

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社一やの平成26年８月１日から平成27年７月31日までの第65期事業年度の中間会計期間(平成26年８月１日か

ら平成27年１月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ

た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ

に基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一

部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表

の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択

及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示

に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社一やの平成27年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成26年８月１日から平

成27年１月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。
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強調事項

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続して営業損失を計上しているため、継続企業の前提

に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。中間財

務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は中間財務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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